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今回の特集として、『在宅人工呼吸の問題点と今後

の展望』を取り上げる。

1990年代になって在宅人工呼吸管理指導料が保険

適用され、それ以降の診療報酬増額改定により、在宅

人工呼吸を受ける患者数は急激に増加した。日本呼吸

器疾患患者団体連合会によればその数は現在 20，000

名に達しているとのことである九この問、技術面で

は気管切開下での陽圧人工呼吸 (tracheostomypositive 

pressure venti1ation : TPPV)に加えて、非侵襲的陽圧換

気 (noninvasivepositive pressure venti1ation NPPV)の

研究が進み、適応や利点、問題点といった知見が次々

と明らかにされた。その結果、神経筋疾患患者のみな

らず慢性肺疾忠忠者への在宅人仁lI'fl汲の適用が広ま っ

たことも患者数増加の一因になっているようである。

在宅人 L呼吸は慢性疾患忠おの場合、家雌の'"に

あって QOLを高めることができる点で好ましい。 し

かしこのような管理法の促進の袋では、医療機関から

長期療養者を排除しようとする国の姿勢が見え隠れす

るのも否めない。2000年には介護保険制度が導入さ

れたが、介護保険の導入が在宅人工呼吸を受けている

患者にとって朗報であったかというと決してそのよう

なことはない。在宅人工呼吸はまず、家族の協力と、

在宅人工呼吸を受け入れるだけの環境が最低限必要に

なるが、恵まれた環境にある患者は実際には多くない。

また現状では介護のサービスはいつでも受けたいだけ

受けられるわけではないし、介護保険制度そのものに

全く 依存していないという人も数多くいるのは驚きで

ある九

一方、 医療機関における安全管理や危機管理体制は

かなり整備され、徹底されてきているが、在宅医療で

はなかなか難しいものがある。現場での安全管理や危
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機管理は常時付き添っている家族にも っぱら委ねられ

るためである。その家族に対して人工呼吸や呼吸療法

の基礎、機器に関する情報を医療機関から在宅への移

行の際に啓蒙し、定期的に教育していくシステムは現

実には確立されているのだろうか?精神的肉体的負担

を負わなければならない家族に対するケアはどうなっ

ているのだろうか ?

また人工呼吸器の定期的なメインテナンスと故障な

ど万が Aの際の対応については、病院であれば臨床工

学技士の手に委ねられているが、在宅では必ずしも医

療従事者が対応しておらず、販売(リース)元の営業

担当者が直接実施している所も多い。TPPVで人工呼

吸管理を受けている忠有にとっては、 トラブル発生時

に時間的猶予はなく、 24時間いつでも対応してもらえ

るということがMよりも安心であり、 ill，包に在宅人工

呼吸を安全かつ快適に受けられるようなシステムを全

国一律に確立させていかなければなるまい。日本呼吸

療法医学会会員はどちらかといえば医療施設で急性期

あるいは亜急性期の患者を対象に呼吸管理に携わって

いる人が多いと思われるが、慢性呼吸不全患者の一部

がこのような問題に直面している現状を踏まえると、

一度は在宅人工呼吸管理の問題点を整理しておく必要

があると感じる。今回は国内でとりわけ在宅人工呼吸

管理に精力的に取り組んでいる医療機関から、医師や

臨床工学技士の先生に在宅人工呼吸の現状と問題点に

ついて執筆していただいたので、将来の在宅人工呼吸

のあるべき姿について考えてみていただきたい。
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